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研究成果の概要（和文）：非出荷用作物の流通が日本人の食生活に及ぼす影響を明らかにするために、政府統計
データを用いた分析を行った。まず、都道府県ごとの出荷しない野菜・果物の収穫量と都道府県の平均野菜・果
物摂取量や個人レベルの野菜・果物摂取量との関連を検討した。結果として、都道府県ごとの出荷しない野菜・
果物収穫量は都道府県レベルや個人レベルの野菜・果物摂取量と正の関連があった。また、自然実験により、こ
の関連の因果関係を検証した。長野県で平成24年に白菜の出荷しない収穫量が増えた事例について検証した。結
果として、影響はありそうだが、非常に弱い影響であることが確認された。

研究成果の概要（英文）：In order to clarify the impact of the distribution of not-for-sale crops on 
the dietary habits of the Japanese people, we conducted an analysis using government statistical 
data. First, we examined the relationship between the amount of non-for-sale fruits and vegetables 
harvested by prefecture and average prefectural and individual-level vegetable and fruit intakes. 
Results showed that the amount of vegetables and fruits harvested that were not-for-sale per 
prefecture was positively associated with prefecture-level and individual-level vegetable and fruit 
intakes. In addition, a natural experiment was conducted to verify the causal relationship of this 
association. We examined the case of increased non-for-sale harvest of Chinese cabbage in Nagano 
Prefecture in 2012. The results confirmed that there may be an effect, but that the effect is very 
weak.

研究分野：食生活学

キーワード： 市場を介さない食物の流通　野菜・果物摂取量　自然実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の結果、非出荷用の野菜・果物の流通は特定の地域の住民の野菜・果物摂取量に貢献していると推察され
る。その影響は大きなものではない。しかし、特定の地域の住民では、非出荷用の野菜・果物の流通が野菜・果
物摂取量にわずかではあるが確実に貢献していることが見込まれる。したがって、特定の地域ではのような非出
荷用食物の流通を緩やかに維持していくことで、その地域の住民の健康的な食生活に良い影響を与えると思われ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

健康日本 21（第二次）では，健康を推進する社会環境の整備を目指している．そこで，どの

ような社会環境が健康を推進するのか検討が必要である．その一つとして，健康を推進するフー

ドシステムへの関心が高まっている． 

近年，ローカルフードシステムの研究が活発に行なわれている．これは，現在加速する世 

界規模でのフードシステムとは相反する．地域の生産物の価値を再発見し，地域内での生産 

と消費の結びつきを再構築する動きである． 

このローカルフードシステムの推進は，人々の健康的な食生活を推進する．特に，自家生 

産・もらい物による非出荷用作物の流通は，日本人の食生活に無視できない影響を与えている．

我々はこれまでに，自家生産や もらい物による野菜・果物の入手と野菜・果物消費量との正の

関連を明らかにした． 

さらに，この関連は個人レベルだけでない．野菜に関しては地域レベルでの関連が示唆されて

いる．つまり，非出荷用作物の生産量が多い地域ほど，自家生産やもらい物による流通を介して，

その作物の消費量が多くなる．しかし，地域レベルで検討した報告は，我々が行なった簡易的な

指標を用いた横断的な報告以外にない．したがって，地域の非出荷用作物の生産量と地域住民の

食物入手・消費量との関連の詳細，特に因果関係は，いまだ明らかでない． 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は以下の３点である． 

①  非出荷用作物の生産量の算出 

②  非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連の解明 

③  非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連の因果関係の解明 

 

３．研究の方法 

 非出荷用作物の生産量の算出（①）および非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連

の解明（②）は以下に示す方法で行った．平成 28 年国民健康・栄養調査と同年の作況調査（野

菜および果樹）のデータを用いた横断研究を実施した．国民健康・栄養調査のデータについて，

基本属性(都道府県・性・年齢・居住形態)，健康関連因子（飲酒習慣，喫煙習慣，Body Mass Index

（BMI）），エネルギー摂取量および総野菜摂取量（g/日）のデータを用いた．20～79 歳（妊婦・

授乳婦を除く）のうち分析に使用する項目に欠損のないデータを用いた（N=15046（男性 n=6800，

女性 n=8246））．作況調査（野菜および果樹）については，収穫量（t/年）および出荷量（t/年）

の都道府県別データを e-stat より入手した．収穫量および出荷量を合計し，収穫量から出荷量

を減ずることで出荷しない野菜・果物の収穫量を算出した．さらに，各都道府県の人口（平成 27

年国勢調査の値を使用），1年間の日数（356 日）で除し，106（t→g）を乗じて，1人あたりの出

荷しない収穫量（g/日）を算出し，分析に用いた．野菜・果物の合計値だけでなく，野菜のみ，

果物のみのそれぞれ値も分析に用いた．分析には線形混合モデル（ランダム切片モデル）を用い

た．都道府県をランダム切片，都道府県の出荷しない野菜収穫量・基本属性・飲酒習慣・喫煙習

慣・BMI・エネルギー摂取量を固定効果としてモデルに投入した．また，全体での分析に加えて

男女別の分析も行った．さらに，都道府県の出荷しない野菜・果物の収穫量を g，四分位カテゴ

リおよび四分位カテゴリのトレンドのそれぞれで独立変数とした分析を行った．有意水準は 5％



（両側検定）とした． 

非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連の因果関係の解明（③）は以下に示す方法

で行った．2012 年度（平成 24 年度）に受給調整事業により，夏秋キャベツと夏はくさいについ

て近年最大規模の市場隔離が実施された．この影響で，対象作物の収穫量に対して，出荷量が少

なくなり，非出荷用収穫量が増えた．実際に，夏秋キャベツの最大産地である群馬県と，夏はく

さいの最大産地である長野県の，2012 年度の非出荷用収穫量はその前後の年と比べて多くなっ

ている．そこで，この 2012 年度の需給調整による非出荷用収穫量の変化を実験的な状況として

扱い，分析に用いることとした（自然実験）．なお，群馬県の夏秋キャベツの出荷時期は 7～10

月（参考：JAあがつま HP），長野県の夏はくさいの出荷時期は 6～11月（参考：JA ながの HP）

であり，いずれも冷蔵で 1か月程度保存できることから，国民健康・栄養調査の調査時期である

11 月の摂取量に反映されることが見込まれる．2012 年度に非出荷用収穫量が増えた都道府県を

介入群，増えていない都道府県を対照群として扱い，2012 年度と 2016 年度の対象作物の摂取量

の差をみた．2012 年と 2016 年は国民健康・栄養調査の大規模調査年であり，都道府県の比較を

するのに適切である．なお，対象作物としては需給調整が行われたキャベツとはくさいを用いた．

また，介入群とする都道府県は，作況調査の結果から，キャベツは群馬県（夏秋キャベツの約

54％を生産．実際に非出荷用収穫量が顕著に増加），はくさいは長野県（夏はくさいの約 85％を

生産．実際に非出荷用収穫量が顕著に増加）のみとした．対照群は群馬県と長野県以外の都道府

県のうち，国民健康・栄養調査の地域ブロックで群馬県・長野県と同じ関東Ⅱに属する都道府県

（茨城県，栃木県，山梨県 + 群馬県 or長野県）とした．なお，妊婦・授乳婦と摂取エネルギー

量が 800kcal 未満および 3000kcal（およそ標準偏差±2以上）より多い者は除外した．本来であ

れば差分の差分法を用いる場合には分析対象時点以前のアウトカムのトレンドが平行であるか

確認する必要がある．しかし，国民健康・栄養調査の大規模調査がおこなわれたのは 2012 年と

2016 年だけであり，都道府県別の過去のトレンドを確認することは困難であった．そこで今回

は先行研究（鈴木ら，医療経済学，2015）を参考に，地域ブロック関東Ⅰに属する都道府県（東

京都，神奈川県，埼玉県，千葉県）を「第 2の対照群」として，対照群と「第 2の対照群」との

平行トレンドを確認した．対照群と「第 2 の対照群」との平行トレンドが確認されても実験群

（群馬県，長野県）と対照群との平行トレンドが必ずしもあるとは言えないが，鈴木らの論文中

の言葉を借りれば，best available な傍証といえる．有意水準は定めず，算出した偏回帰係数・

信頼区間の値を元に確認した．なお，はくさいは，漬け物として消費される量も多いと想定され

ることから，国民健康・栄養調査の「はくさい(34)」摂取量だけでなく，「はくさい(34)」と「葉

類漬け物(37)」との合計摂取量も分析に用いた．差分の差分法による分析は，2012 年から 2016

年にかけての都道府県別の変化量の差の分析をおこなった．対象作物の摂取量を従属変数とし，

年次と各都道府県の交互作用項を独立変数に含めた回帰モデルを作成した．一般線形モデルを

用いて交互作用項の偏回帰係数と 95％信頼区間を算出した． 

 

４．研究成果 

 非出荷用作物の生産量の算出（①）の結果，都道府県別の一人一日あたりの非出荷用野菜，果

物，野菜・果物の合計の収穫量（最小値～最大値）は，それぞれ 1.4～117.0g，0.1～97.2g，1.6

～152.0g であり，平均値はそれぞれ 45.4g，13.2g，59.1g であった． 

 非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連の解明（②）の結果，都道府県の出荷しな

い野菜・果物の収穫量と野菜・果物摂取量との間には，有意な関連がみられた．全体および男女

別に分析した場合のいずれにおいても同様の傾向がみられた．都道府県の出荷しない野菜・果物



の収穫量を g，四分位カテゴリ，四分位カテゴリの順序のそれぞれとして分析を行った結果でも，

同様の傾向であった（女性の果物の四分位カテゴリのみ有意ではなかったが，傾向としては同様

であった．）． 

非出荷用作物の生産量と食物入手・消費量との関連の因果関係の解明（③）の結果，年次と各

都道府県のはくさい摂取量に対するわずかな交互作用がみられたが，決して大きくはなかった．

はくさいの摂取量を従属変数とした場合も，はくさいと漬物の合計摂取量を従属変数とした場

合もほとんど同様の結果であった．推定平均値は，長野県と長野県以外のいずれにおいても 2012

年から 2016 年にかけて減少しているが，長野県でわずかながら減少幅が大きかった．なお，並

行トレンドの確認の結果，はくさいおよびはくさいと葉類漬け物の合計は並行トレンドが確認

されたもののキャベツは並行トレンドが確認されなかったため，キャベツについては差分の差

分法による分析を行わなかった． 
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